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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第50期第１四半期連結累計期間及び第51期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。 

また主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第１四半期 
連結累計期間

第51期
第１四半期 
連結累計期間

第50期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 959,647 1,016,126 4,878,785

経常利益又は経常損失(△) (千円) △17,553 △9,793 61,675

当期純利益又は四半期純損失
(△)

(千円) △18,987 △11,553 36,646

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △18,987 △7,471 38,248

純資産額 (千円) 1,051,454 1,101,217 1,108,688

総資産額 (千円) 1,620,282 2,001,975 2,466,800

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △0.02 △0.01 1.40

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.9 55.0 44.9

２ 【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

(1)業績の状況 

当第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで 以下、当第１四半期）にお

けるわが国経済は、円安の進行と米国経済の復調を背景に、輸出関連企業を中心に業績が改善するなど、

国内景気には持ち直しの動きが見られました。一方で、原材料価格やエネルギーコストの上昇などの懸念

材料もあり、先行きは依然として不透明な状況にあります。 

 個人消費は回復基調にあるものの、高額商品など動きは限定的で、全体的なものには至っておりませ

ん。雇用・所得環境が本格的に改善しない中、生活者の購買行動は依然として慎重で、ＧＷまでの低気温

の影響も加わり当社主力販路では厳しい状況が続きました。 

  

このような状況のもと、当社は「収益力の維持と向上」を当期のテーマとし、全社を挙げて「コスト圧

縮」、「販売政策強化」及び「在庫圧縮」の３点の重要課題に取り組んでまいりました。 

 具体的には、原価計画のさらなる徹底と、当期秋物商品以降の海外メーカーとの直接貿易拡大による

「コスト圧縮」、正価販売比率の向上と高価格帯商品の投入等、収益力の向上を目指した「販売政策の強

化」、さらなる「在庫圧縮」を目指して、前期に引き続き、当期商品の消化率向上とアウトレット販売の

拡充に取り組んでまいりました。 

 その結果、当第１四半期の業績は、円安基調によるコスト上昇要因もあり厳しい状況にありましたが、

売上高は前年同期に対し増収となり、利益面においては黒字転換には至らなかったものの、各段階におい

て改善することができました。 

  

売上高は、前年同期比5.9％増の10億16百万円となりました。リテール事業では、インショップ業態の

新規出店による増加に加え、ネット通販が堅調な推移となりました。ホールセール事業では、大手、中堅

得意先におけるシェア拡大が進行いたしました。海外事業では、日本からの輸出増に加えて、昨年10月に

設立した中国子会社における春物販売が純増となりました。 

売上総利益率につきましては、前年同期から2.9ポイントの減少の47.7%となりました。これは円安を背

景とした夏物仕入コスト上昇が主な要因でありますが、売上の伸長に伴い売上総利益額は概ね前年並みの

４億84百万円となりました。 

販売費及び一般管理費につきましては、前期に実施した物流業務の全面外部委託によるコスト圧縮効果

等により、前年同期比0.7%減の４億90百万円となり、売上高販管費比率は、前年同期から3.2ポイント減

の48.3％となりました。 

以上の結果、営業損失は６百万円（前年同期は８百万円の損失）、経常損失は９百万円（前年同期は17

百万円の損失）、四半期純損失は11百万円（前年同期は18百万円の損失）となりました。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 ＜リテール事業＞ 

ショップ業態では、既存店ベースの売上高は、前年同期比1.7%減と低調な推移となりました。出退店に

つきましては、当第１四半期においてインショップ７店舗の出店を実施し、当第１四半期末の店舗数は

164店舗となりました。以上の結果、ショップ業態の全店ベースの売上高は、前年同期比1.0％増の６億１

百万円となりました。 

ネット通販の売上高は前年同期比15.8％増の96百万円となりました。当期商品、アウトレット商品とも

に取扱いブランド数、品揃えの拡充を図った結果、購買客数の拡大に繋がりました。 

その他催事販売の売上高は、効率性、採算性を重視し縮小を図ったことにより、前年同期比67.3％減の

８百万円となりました。 

以上の結果、リテール事業全体の売上高は前年同期比0.1％増の７億７百万円となりました。セグメン

ト利益は、売上総利益率の低下により、前年同期比2.6%減の67百万円となりました。 

  

 ＜ホールセール事業＞ 

ホールセール事業では、大手・中堅得意先との取組み強化に努めた結果、シェア拡大や取扱い店舗数の

増加に繋がりました。また、専門量販店でのオリジナル商品の強化も売上増に寄与するところとなりまし

た。 

以上の結果、ホールセール事業全体の売上高は前年同期比16.3％増の２億87百万円となり、セグメント

利益は前年同期比35.9%増の６百万円となりました。 

  

 ＜海外事業＞ 

海外事業では、日本からの輸出販売の増加に加え、昨年10月に設立した上海可夢楽旦商貿有限公司にお

ける現地内販が純増となり、売上高は20百万円、セグメント利益は△０百万円となりました。 

  

(2)財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比較して４億64百万円減少し、20億１百万

円となりました。主な減少は、現金及び預金２億31百万円、受取手形及び売掛金２億42百万円、商品及び

製品63百万円であります。 

負債は前連結会計年度末と比較して４億57百万円減少し、９億円となりました。主な減少は支払手形及

び買掛金３億18百万円、経費等の未払金87百万円、借入金51百万円であります。  

純資産は前連結会計年度末と比較して７百万円減少し、11億１百万円となりました。これは主として四

半期純損失によるものであります。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の44.9％から55.0％となりました。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題にについて重要な変更はありませ

ん。 

  

(4)研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間において、研究開発費の計上はありません。 

  

(5)従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。
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(6)生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において生産実績が前年同期比15.9％増、販売実績が前年同期比5.9％増と

なりました。この理由につきましては、３「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

(1)業績の状況に記載のとおりであります。 

  

(7)主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末にお

ける計画の著しい変動はありません。 
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 790,093,101 790,093,101
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら制限のない、当社
における標準となる株式で
す。なお、当社は種類株式発
行会社ではありません。 
普通株式は振替株式であり、
単元株式は1,000株でありま
す。

計 790,093,101 790,093,101 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成25年６月30日 ― 790,093 ― 903,408 ― 221,490

(6) 【大株主の状況】
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平成25年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,055,000株(議決権1,055 

個)が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式９株が含まれております。 

３ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

  

平成25年６月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 83,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

789,799,000
789,799 ―

単元未満株式  
普通株式 211,101 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 790,093,101 ― ―

総株主の議決権 ― 789,799 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社キムラタン

神戸市中央区京町72番地
新クレセントビル

83,000 ― 83,000 0.01

計 ― 83,000 ― 83,000 0.01

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、神明監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 771,264 540,164

受取手形及び売掛金 ※ 757,925 ※ 515,410

商品及び製品 712,956 649,408

仕掛品 7,393 7,573

原材料及び貯蔵品 31,008 34,373

その他 45,470 112,147

貸倒引当金 △9,977 △8,000

流動資産合計 2,316,042 1,851,077

固定資産

有形固定資産 62,434 58,335

無形固定資産 23,072 21,962

投資その他の資産

破産更生債権等 225,989 217,995

その他 56,891 63,085

貸倒引当金 △217,630 △210,480

投資その他の資産合計 65,251 70,600

固定資産合計 150,758 150,897

資産合計 2,466,800 2,001,975

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 399,375 80,564

短期借入金 134,000 111,660

1年内返済予定の長期借入金 140,713 145,273

未払法人税等 7,523 2,751

ポイント引当金 5,700 5,700

その他 289,972 208,029

流動負債合計 977,285 553,978

固定負債

長期借入金 373,633 339,840

資産除去債務 3,608 3,613

その他 3,585 3,326

固定負債合計 380,826 346,780

負債合計 1,358,111 900,758

純資産の部

株主資本

資本金 903,408 903,408

資本剰余金 221,490 221,490

利益剰余金 △13,589 △25,142

自己株式 △4,221 △4,221

株主資本合計 1,107,087 1,095,533

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 － 1,516

為替換算調整勘定 1,601 4,167

その他の包括利益累計額 1,601 5,684

純資産合計 1,108,688 1,101,217

負債純資産合計 2,466,800 2,001,975
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

売上高 959,647 1,016,126

売上原価 478,059 531,877

売上総利益 481,588 484,249

返品調整引当金戻入額 8,600 －

返品調整引当金繰入額 4,600 －

差引売上総利益 485,588 484,249

販売費及び一般管理費 494,084 490,834

営業損失（△） △8,495 △6,585

営業外収益

受取利息 － 28

為替差益 － 858

その他 726 631

営業外収益合計 726 1,518

営業外費用

支払利息 2,031 2,990

支払保守料 3,970 398

その他 3,782 1,338

営業外費用合計 9,783 4,727

経常損失（△） △17,553 △9,793

税金等調整前四半期純損失（△） △17,553 △9,793

法人税、住民税及び事業税 1,434 1,759

法人税等合計 1,434 1,759

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △18,987 △11,553

四半期純損失（△） △18,987 △11,553
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △18,987 △11,553

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 － 1,516

為替換算調整勘定 － 2,565

その他の包括利益合計 － 4,082

四半期包括利益 △18,987 △7,471

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △18,987 △7,471

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

※   手形割引高 

  

 
  

   四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

 
  

【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

(重要なヘッジ会計の方法)

当社は、当第１四半期連結会計期間より、為替相場変動リスクをヘッジすることを目的とした為替予約取引

を行っており、ヘッジ会計を適用しております。

イ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しており

ます。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

ハ ヘッジ方針

デリバティブ取引関係に関する内部規則に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。またリスクヘ

ッジを目的としないデリバティブ取引は行わない方針であります。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約とヘッジ対象の外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に関する重要な条件が同一であるため、

有効性の評価を省略しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形割引高 31,338千円 ―千円

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 2,300千円 1,300千円
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 
  

 
  

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

配当金の支払いはありません。 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

配当金の支払いはありません。 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 5,761千円 5,229千円

(株主資本等関係)
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Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ セグメント利益の調整額△79,786千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

  ２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ セグメント利益の調整額△79,492千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。 

  ２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社は、平成24年10月に中国における子供服の卸販売を目的とする子会社を設立し、平成24年11月より

販売を開始いたしました。これに伴い、前連結会計年度より、従来「ホールセール事業」に含まれていた

「海外事業」について重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第１四半期連結累計期間のセグメント情

報については、変更後の報告セグメントにより作成しており、前連結会計年度の第１四半期連結累計期間

に開示した報告セグメントとの間に相違が見られます。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
調整額   
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２リテール 
事業

ホールセー
ル事業

海外事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 706,773 247,484 5,389 959,647 ― 959,647

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 706,773 247,484 5,389 959,647 ― 959,647

セグメント利益又は損失
(△)

69,138 4,727 △2,575 71,290 △79,786 △8,495

(単位：千円)

報告セグメント
調整額   
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２リテール 
事業

ホールセー
ル事業

海外事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 707,415 287,795 20,915 1,016,126 ― 1,016,126

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 707,415 287,795 20,915 1,016,126 ― 1,016,126

セグメント利益又は損失
(△)

67,330 6,423 △846 72,907 △79,492 △6,585
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１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

(1) １株当たり四半期純損失金額(△) △0円02銭 △0円01銭

    (算定上の基礎)

    四半期純損失金額(△) (千円) △18,987 △11,553

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △18,987 △11,553

    普通株式の期中平均株式数(千株) 790,010 790,010

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成25年８月10日

株式会社キムラタン 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社キムラタンの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キムラタン及び連結子会社の平成
25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

神明監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    延   﨑    弘    志    印

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    井    上    秀  夫    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成25年８月12日

【会社名】 株式会社キムラタン

【英訳名】 KIMURATAN CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役社長  浅 川 岳 彦

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神戸市中央区京町72番地 

新クレセントビル

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 



当社代表取締役社長浅川岳彦は、当社の第51期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


